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鋼鉄道橋のバックルプレートにおいて，き裂が発生することがある．このき裂の従来対策には施工性や

経済性の面で課題があり，新たな対策の確立が望まれる．本研究では，新たな対策の確立を見据え，実橋

での応力測定と変状調査，および実橋を模擬した FEM 解析に基づき，き裂の発生性状と原因を究明した．

その結果，き裂の原因は，防水層の機能喪失によるバックルプレート上面の腐食，および取付け部近傍の

局所的な面外曲げ応力による腐食疲労であることがわかった．また，既往の知見に基づき，バックルプレ

ートの部位別でき裂の発生しやすさの評価を試みた結果，上路形式の桁では，防水層が機能しない場合，

横支材のウェブ背面側沿いの辺の取付け部からき裂が発生する可能性がある一方で，それ以外の部位では

き裂が発生する可能性が低いことがわかった． 

 

     Key Words : buckle plate, steel railway bridge, corrosion-fatigue, crack 
 

 

1. はじめに 

 

我が国に現存する鋼鉄道橋の多くは，主桁や縦桁の上

にまくらぎとレールを敷設した開床式橋梁である．一方，

都市部の道路上空に架かる鋼鉄道橋では，騒音や落下物

防止を目的に，床版を有する閉床式橋梁が採用される．

バックルプレート式鋼鉄道橋は，鉄筋コンクリート床版

や溶接構造の鋼床版が普及する以前の代表的な閉床式橋

梁であり，その多くが建設から約 1 世紀経過している 1)

が，都市部の狭隘なスペースにあり，かつ鉄道および交

差道路の交通量が多いなどの厳しい架設環境を勘案すれ

ば，長寿命化が得策である場合が多い． 
バックルプレート式鋼鉄道橋は，床版にバックルプレ

ート（以下，BP）を用いたプレートガーダー橋（以下，

BP 桁）であり，図-1 のように上路形式と下路形式に大

別される．BP は，加熱した鋼板を型でプレスしてつば

のある皿形状とした鋼床版 1),2)であり，板厚が 7mm程度

の薄肉構造である．そして主桁もしくは縦桁と横支材も

しくは横桁に囲まれた正方形または長方形の枠内に敷設

され，つば部分に穿孔し，前記の骨組部材とリベットで

締結される．また，4 辺を固定された膜として機能し，

面内引張応力によって上部の軌道重量および列車荷重を

支持する思想のもと設計されている 3),4)．BP上面には図-

1(a)に示すように，水密性確保と腐食防止のためのアス

ファルト防水層と防水層の保護を目的とした厚さ 50mm

程度の鉄網入りのモルタル 4),5)（以下，保護工）を設置

し，その上に道床バラスト（砕石），まくらぎ，および

レールを敷設する．また，BP 中央には排水孔を設け，

雨水等を橋梁下の樋に排水する．なお，文献 5)以前に出

版されている文献 6)では，BP 桁へのアスファルト防水

層の設置要否については明示されておらず，また，保護

工としてコンクリートを用いることが示されている．  
BP桁では図-2 のように，BPの骨組部材との取付け部

においてき裂や漏水等の変状が発生することがある 7),8)． 
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前記の変状に対して，BP の下全面を新たな鋼床版で覆

い，BP との隙間にモルタル等を充填する対策（以下，

従来工法）が示されている 7)．従来工法は，BP に代わ

って上載荷重を支持する新たな鋼床版を用いる補強方法

であり，床版部材の冗長性が高まるが，一方で施工性や

経済性が課題となる 9)．また，き裂が進展する可能性が

あるが 8)，下全面が鋼床版で覆われるためそれを発見す

ることが困難といった課題もある．したがって，従来工

法よりも合理的で経済的な対策，例えば，BP の床版部

材としての耐荷性能を最大限活かした対策，あるいはき

裂の根本的な原因を排除する対策を確立することが望ま

しい．また，前者の対策の場合，BP の部位別で将来の

き裂の発生しやすさをある程度評価でき，さらにき裂が

発生した場合の進展状況を監視できることが重要である． 
BP の床版部材としての耐荷性能に関しては，道路橋

の BP 桁を対象として，BP とその上に打設された厚さ

250mm 程度の無筋コンクリートからなる非合成床版と

してこれを評価した既往研究がある 10),11)．これに対し鉄

道橋では BP 上面に道床バラストが敷設されることが一

般的であり，BP 単体で鋼床版としての耐荷性能が求め

られるが，ある程度き裂が進展した BP を対象にこれを

詳細に分析した研究は著者らの知る限りない． 

BPのき裂の原因に関しては，鉄道橋の BP桁を対象と

した実橋測定や FEM解析に基づき，BPの骨組部材との

取付け部の中でも溝形鋼のウェブ背面側沿いにおいて局

所的に大きな面外曲げ応力が生じ，これによる疲労が原

因であると指摘されている 8)．また，撤去された下路形

式の BP 桁を用いた載荷試験でも同様の応力性状である

ことが報告されている 12)．しかし，その発生応力は 70

～100MPa 程度であり，母材（帯板）に疲労き裂が発生

するほどの応力範囲が生じておらず，疲労以外の原因が

あると考えられる．また，溝形鋼のウェブ背面側沿いの

取付け部以外の部位も含めた BP の部位別のき裂の発生

しやすさは十分に解明されていない． 
BP のき裂の原因を究明し，また部位別の発生しやす

さを評価するためには，き裂の発生性状や，BP の上面

を含めた全体の腐食性状および応力性状，ならびに防水

層や保護工の状態を把握する必要がある．しかし，図-2

に示すようにき裂が骨組部材との接合面に位置し目視が

困難であり，また列車が走行しない限られた時間で BP

上面の状態を確認することも困難であることなどから，

これまでに前記の各種性状は十分に解明されていない． 

これらの背景より，BP のき裂に対する従来工法より

も合理的で経済的な対策の確立を見据え，本研究ではそ

の第一義的な課題である BP のき裂の発生性状と原因の

究明，および BP の部位別でのき裂の発生しやすさの評

価を行った．具体的には，まず過去の検査記録等から

BP 桁の構造諸元およびき裂の発生傾向を把握し，次に

実橋での応力測定および FEM解析に基づき，BPの応力

性状を把握した．さらに，実橋での変状調査を行い，き

裂の発生性状や BP の腐食性状，防水層および保護工の

状態を把握した．最後にこれらの情報を基に，BP のき

裂の原因，および部位別のき裂の発生しやすさについて

考察した．なお，ある程度き裂が進展した BP の床版部

材としての耐荷性能の評価に関しては，今後検討を行う． 

 

 

2. BP桁の構造諸元およびき裂の発生傾向 

 

(1) 調査内容 

本章では，橋梁図面や過去の検査記録を基に BP 桁の

構造諸元やき裂の発生傾向を調査した．調査対象は，JR

図-1 BP桁の構造概要 

(b) 下路形式（中間支材がないタイプ） 

(a) 上路形式 

A-A断面図 

道床バラスト（砕石）

まくらぎ

レール バラスト
止め鋼板

防水層
および
保護工

主桁 主桁
バックル
プレート

排水樋
保護工
防水層

鋼板

防水層および保護工 道床バラスト

バックルプレート

横支材

主桁

A

A

主桁

横桁

道床バラスト

防水層および
保護工バックルプレート

縦桁

図-2 BP桁の変状事例（上路形式） 

バックルプレート

横支材（溝形鋼）

排
水
樋

き裂

漏水跡
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西日本管内の全 BP 桁の約 6 割の橋梁における BP で，

いずれの橋梁も経年 80～95 年程度である．調査橋梁の

内訳は，上路形式の BP桁（以下，DG）が約 8割で下路

形式の BP 桁（以下，TG）が約 2 割である．なお，DG

および TGの 1橋梁あたりの BP数は，それぞれ概ね 6～

20枚および 15～40枚の範囲にある．  

過去の検査において，き裂数は BP 下面から目視，点

検ハンマーによる打音検査，および列車通過時の BP の

振動で判断できるものを計上した．また，BP のき裂は

骨組部材上で発生していることが多く，下面からでは探

傷検査などによるき裂長の把握ができないため，漏水範

囲を基におよそのき裂長を推測した．さらに，排水状態

とき裂の関係を把握するため，き裂が発生している BP

では図-2 に示す BP 中央の排水樋の排水状態も調査した． 

 

(2) 構造諸元 

a) DG 

DG を対象に構造諸元を調査した．対象 DG は全て，

図-1(a)に示すように，I形断面の主桁 2本（高さ 1m程度，

中心間隔約 1.7～1.8m）と横支材 2 本（溝形鋼，高さ約

305mm，中心間隔約 1.3～1.7m）からなる骨組部材上に

BP を敷設する構造である．橋梁支間は約 10～30m とさ

まざまであるが，BP の寸法は，橋軸方向約 1.3～1.7m×

橋軸直角方向約 1.3～1.7m，厚さ 6.35mm（0.25inch）もし

くは 7mm，中央の凹み量 76～90mm で，対象橋梁で大

差はない．  
BP の取付け部の詳細を図-3 に示す．BP は，横支材

（溝形鋼）とは上フランジ上で 2枚重ねてリベットで締

結され，主桁（I 形断面の桁）とは上フランジ縁から

100mm 程度張り出したカバープレートとリベットで締

結されている． 
b) TG 

TG を対象に構造諸元を調査した．対象 TG は，骨組

部材の構成により 2タイプがある．一方は図-1(b)および

図-4(a)のように，縦桁 3本と横桁 2本からなる骨組部材

上に BP を敷設するタイプ（以下，支材無 TG），他方

は図-4(b)のように，横桁間に縦桁どうしを連結する中間

支材を設けたもので，縦桁 3本，中間支材，および横桁

からなる骨組部材上に BP を敷設するタイプ（以下，支

材有TG）である． 
横桁は 2 タイプとも I 形断面（高さ約 500～700mm）

で，縦桁は，支材無 TG では 3 本とも溝形鋼（高さ約

230～380mm），支材有 TGでは側縦桁 2本が溝形鋼（高

さ 380mm），中央縦桁が I 形鋼（高さ 400～450mm）で

ある．また，支材有 TG の中間支材は溝形鋼（高さ約

250mm）である．なお，側縦桁（溝形鋼）は 2タイプと

もフランジが中央縦桁側に向いている． 
BP と骨組部材との取付け部の詳細は，DG と同様で 

図-3 のとおりである．なお，支材有 TG の中央縦桁（I

形鋼）とは上フランジとリベットで締結されている． 
橋梁支間は約 10～30m とさまざまであるが，縦桁間

隔は約 1.1m，横桁どうしの間隔もしくは横桁と中間支

材との間隔は約 1.3～1.7m，BPの寸法は，橋軸方向約 1.2

～1.5m×橋軸直角方向約 1.1～1.3m，厚さ 6.35mmもしく

は 7mm，中央の凹み量約 90mm で，前記のタイプによ

らず対象橋梁で大差はない．また，BP の寸法は a)で示

したDGに比べてやや小さい． 
 

(3) き裂の発生傾向 

a) DG 

DG では，調査した BP の 1.7%でき裂が生じていた．

いずれのき裂も，図-3(a)のように横支材（溝形鋼）のウ

ェブ背面側沿いの辺の取付け部から発生していた．図-2

のように，ウェブ背面側沿いの辺全長にき裂が生じ，主

図-3 BPと骨組部材の取付け部詳細 

10mm 10mm10mm10mm

き裂発生位置 

※▲は3章で示す応力測定位置 

(b) I形断面の桁 

（DGの主桁もしくはTGの横桁） 

BP BP 
BP BP 

リベット 
リベット 

カバープレート 

上フランジ 

ウェブ 

(b) 中間支材があるタイプ（支材有TG） 

図-4 TGの構造概要 

(a) 中間支材がないタイプ（支材無TG） 

(b) 中間支材があるタイプ（支材有TG） 

主桁 
側縦桁 

中央縦桁 

 軌
道
中
心
 

BP 

 横
桁
 

 軌
道
中
心
 

側縦桁 

BP 

中央縦桁 

 中
間
支
材
 

横桁 中間支材 

横桁 

き裂発生位置 

主桁 

き裂発生位置 

(a) 溝形鋼 

（DGの横支材，TGの側縦桁等） 
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桁沿いの辺にもき裂が進展した BP もわずかながらあっ

た．なお，これらは従来工法による補修を行っている． 
辺長の 50%以下の長さのき裂は，辺中央付近に発生

したもの，辺両端部に発生したもの，および辺の片端か

ら中央にかけて発生したものが確認できた．き裂発生

BP のうち排水樋から排水している状況を確認できた BP

は 74%であり，排水樋からの排水の有無によらずき裂が

発生していた．この原因は5章で後述する． 
b) TG 

TGでは，支材無 TGおよび支材有 TGにおいて，それ

ぞれ調査したBPの 1.4%および 0.6%でき裂が生じていた．

支材無 TG では，いずれのき裂も，図-3(a)，図-4(a)のよ

うに中央縦桁（溝形鋼）のウェブ背面側沿いの辺の取付

け部から発生していた．き裂発生 BP のうち排水樋から

排水している状況を確認できた BP は 58%であり，DG

と同様に排水樋からの排水の有無によらずき裂が発生し

ていた．なお，1 辺長を超えてき裂が進展した BP はな

く，辺長の 50%以下の長さのき裂については，辺の両端

部もしくは片端部に発生したものが確認できた． 
支材有 TG では，図-4(b)のように中央縦桁（I 形鋼）

沿いの辺の取付け部にき裂が生じたものと，側縦桁（溝

形鋼）のフランジ縁沿いの辺の取付け部にき裂が生じた

ものがあり，き裂の明確な発生傾向が確認できなかった．

また，1 辺長を超えてき裂が進展した BP はなく，中間

支材（溝形鋼）のウェブ背面側沿いの辺では，DG およ

び支材無 TG でき裂の発生が集中する傾向とは異なり，

き裂が生じていなかった． 

 

 

3. 実橋における応力性状 

 

本章では実橋での形式や部位別の応力性状を把握する

ことを目的に，列車走行に伴う応力測定を行った． 

 
(1) 測定内容 

表-1 に測定対象橋梁を示す．2 章で示した過去の検査

対象橋梁から DGおよび TGを 1橋梁ずつ測定した．TG

は 2.(2)で示した 2タイプのうち，わずかにき裂発生割合

の大きかった支材無 TG を選定した．対象橋梁は既に

BPの取付け部にき裂が発生した橋梁から選定した． 
各橋梁の測定位置を図-5 に示す．き裂の発生原因を

把握するため，BP 下面からの目視によりき裂や漏水の

生じていない BP を選定した．いずれの測定位置にも単

軸ひずみゲージ（ゲージ長 5mm）を BPもしくは骨組部

材の表面に貼付け，列車走行時の応力振幅を測定した． 

2.(3)で示したように，両構造形式ともにき裂が集中して

生じていた溝形鋼のウェブ背面側沿いの辺の取付け部近

傍，それ以外の辺の取付け部近傍，および取付け部から

255～324mm 離れた部位を一般部と定義し，それぞれ測

定した．取付け部近傍については，取付く骨組部材に応

じて図-3に示す位置を測定した．また，4章で示す FEM

解析の妥当性の検証や車軸位置の把握のため，骨組部材

（DG の横支材，支材無 TG の縦桁）の応力も測定した．

なお，BP 上下面を一対で測定することが望ましいが，

保護工等があり困難なため下面のみを測定し，部位別に

比較することで面外曲げ応力の程度を定性的に把握した． 
測定対象列車は 221系である．これに 50%の乗車率，

および衝撃 13)の影響（通過速度は A 橋梁で 63km/h，B

橋梁で 83km/h）を考慮すると，いずれの橋梁も 1 輪重

（1レールに作用する活荷重）が約 80kNとなる． 

表-1 測定対象橋梁 

橋梁名 構造形式
橋梁
支間
（m）

架設
年

BP寸法（mm）
橋軸方向

×橋軸直角方向
×厚さ（設計値）
×中央凹み量

骨組部材主要寸法（mm）

A橋梁
DG

（単線
2主桁）

9.8 1931
1359×1467
×6.35×88.9

主桁：高さ1246，中心間隔1702
横支材：高さ305，中心間隔1219

B橋梁

支材無
TG

（複線
3主桁）

8.4 1931
1440×1180

×7×90
縦桁：高さ380，中心間隔1100
横桁：高さ508，中心間隔1650

(a) A橋梁（DG） 

(b) B橋梁（支材無TG） 

　　　　　　　凡例

　　　　　：ひずみゲージ（単軸）
ひずみゲージ（単軸）＝30点

単位：mm 

※赤色数字は測点番号を表す（図-6～8および図-11と対応） 

図-5 測定位置図 

横支材 

BP 

BP 

横 桁 横 桁 

側縦桁 

中央縦桁 

270 270

324

324
270 270

272

橋軸方向

1 2 3 4

5

6

7

8

9 10 11 12

1314

15

橋軸方向

310 310

255

255

255

4

1 2 8 9

5

3

10

11 ～13

7

6

10

13
11

12
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(2) 測定結果 

a) A橋梁（DG） 

図-6に A橋梁の測点番号 10と 11（横支材ウェブ背面

側およびフランジ縁側の BP の取付け部近傍）の列車通

過時における応力波形を示す．前者は圧縮，後者は引張

が支配的な応力振幅が生じた．測定対象列車は 1両あた

り 2台車（4車軸）を有する 8両編成であり，台車数（2

×8=16）と等しい数の波が生じた．したがって，BP は

台車の通過のたびに繰り返し応力が生じると言える．こ

の応力波形性状は，骨組部材も同様で，また B 橋梁

（支材無 TG）の全測点も同様であった．なお，全測点

とも測定のサンプリング周波数は 200Hzであり，応力波

形にフィルター処理は施していない． 
図-7に A橋梁の BP各測点の列車通過時の応力を示す．

図中の応力は，図-6 のような応力波形における最大値

および最小値を各測点の波形から抽出して示した．図-7

より，BPの一般部（図-7中の測点番号 1，4，6，7，9，

12）では，橋軸方向および橋軸直角方向とも引張応力が

支配的であった．また，図-7 には，BP の初期板厚

（6.35mm）における設計面内応力 3)も示しているが，い

ずれの測点の応力も設計面内応力より小さかった． 
BP の取付け部近傍では，横支材（溝形鋼）ウェブ背

面側沿いの辺（図-6 および図-7 中の測点番号 2，10）に

おいて圧縮応力が支配的であり，応力の絶対値は

12.3MPa（測点番号 2）で全測点中最大であった．一方，

横支材フランジ縁側沿いの辺（図-6 および図-7 中の測

点番号 3，11）では前記の BP 一般部と同程度の応力で

あった．また，主桁（I 形断面の桁）沿いの辺（図-7 中

の測点番号 5，8）では圧縮応力が卓越したが，応力の

絶対値は 4MPa 程度とわずかであった．さらに，横支材

ウェブ（図-7 中の測点番号 13，14）では背面側が引張，

フランジ側が圧縮で面外曲げ応力が生じていた． 
b) B橋梁（支材無TG） 

図-8に B橋梁の BP各測点の応力（列車通過時の応力

波形における最大値，最小値）を示す．BP の一般部

（図-8 中の測点番号 2，3，4，7，8）では，橋軸方向お

よび橋軸直角方向とも引張応力が支配的であった．また，

図-8 には，BP の初期板厚（7mm）における設計面内応

力 3)も示しているが，一部の測点で設計面内応力をわず

かに超過した．この原因として，B 橋梁のき裂が生じた

BP の一部を切り出して板厚を測定したところ，部分的

に設計板厚の 50%程度まで腐食が進行していたことから，

設計面内応力を超過した測点についても BP の上面が腐

食していた可能性が考えられる．  
BP の取付け部近傍では，中央縦桁（溝形鋼）ウェブ

背面側沿いの辺（図-8 中の測点番号 5）において圧縮応

力が支配的であり，応力の絶対値は 25.4MPaで全測点中

最大であった．一方，中央縦桁フランジ縁側沿いの辺

（図-8 中の測点番号 6）では引張応力が支配的であった．

また，横桁（I 形断面の桁）沿いの辺（図-8 中の測点番

号 1，9）では引張応力が支配的で，その値は前記の BP

一般部と同等であった．さらに，中央縦桁ウェブ（図-8

中の測点番号 11，12）では背面側が引張，フランジ側

が圧縮で面外曲げ応力が生じていた．なお，a)で示した

DG の横支材（溝形鋼）ウェブ背面側沿いの辺の取付け

部近傍に比して，支材無 TG の中央縦桁（溝形鋼）ウェ

ブ背面側沿いの辺の取付け部近傍の BP 応力の絶対値が

大きくなったのは，骨組部材である溝形鋼のウェブの面

外変形が支材無 TG の方が大きかったためと考えられる． 
以上より，DG では横支材（溝形鋼），支材無 TG で

は中央縦桁（溝形鋼）のいずれもウェブ背面側沿いの

BP の取付け部近傍において，他測点に比べて大きな圧

図-6 A橋梁（DG）のBPの応力波形 

※測点番号は，図-5（a）を参照 

BP（橋軸方向） BP（橋軸直角方向） 

図-7 A橋梁（DG）の発生応力 

※測点番号は図-5（a）を参照．[ ]内の数字は取付け部近傍測点を示す． 

図-8 B橋梁（支材無TG）の発生応力 

※測点番号は，図-5（b）を参照．[ ]内の数字は取付け部近傍測点を示す． 

横支材 

BP（橋軸方向） BP（橋軸直角方向） 縦桁 
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縮応力が生じていることから，この部位において文献 8)

などでも確認されている面外曲げ応力が生じていると推

定される． 

 

 
4. BP全体の応力性状とその影響因子 

 

本章では 3 章で把握した実橋の応力性状を基に，BP

上面を含めた全体の応力性状，およびそれに影響を与え

る因子を明らかとし，部位別のき裂の発生しやすさの評

価につなげることを目的に，3 次元 FEM 解析を行った．  

 
(1) 解析内容 

a) 解析の目的および手法 

3 章より，DG および支材無 TG ともに，溝形鋼のウ

ェブ背面側沿いの BP の取付け部において面外曲げ応力

が生じることが推定されたため，DG で代表して同部位

の列車荷重に伴う応力性状に着目した FEM 解析を行っ

た．解析手法は，汎用解析コード Femap with NX Nastran 

ver.11.0.1を用いた静的弾性解析である． 
b) 解析モデル 

解析モデルを図-9 に示す．実橋測定の A 橋梁（DG）

を再現したモデルであり，橋梁部材（主桁，横支材，

BP 等），防水層，および軌道（道床バラスト，まくら

ぎ，レール）からなる（主要寸法は表-1 参照）．図-5(a)

に示した実橋測定位置の応力性状を網羅するため，BP

約 3枚分の範囲をモデル化した．保護工はモデル化せず，

それに相当する厚さ分は防水層とみなしてモデル化した． 
モデルの境界条件を図-9(b)に示す．図-9(b)に示すよう

に，構造物の対称性を考慮して橋梁幅の中心面を軸に

図-9 解析モデル 

: DY,MX,MZ拘束（ミラー条件）

: DX,MY,MZ拘束（ミラー条件）

: DZ拘束

防水層

道床バラスト

レール

まくらぎ

:DX, MY, MZ拘束（ミラー条件）

着目部

拡大 主桁

バラスト受け

BP

対傾構
補剛材 着目部範囲最小要素サイズ：約0.8×1.0×10mm

着目部

赤点：リベット
取付け位置

BP-A

BP-B

横支材（溝形鋼）

視点a

水色領域：腐食
範囲

主桁カバープレート

バックルプレートB 

中間支材（溝形鋼）

バックルプレートA リベットを剛体要素でモデル化

溝形鋼とバックルプレートの
境界面は接触設定（摩擦係数0※）

※（a）に示す視点aから見た断面 

(b) 防水層および軌道ならびにモデルの境界条件 

6.35mm 
主桁 

上フランジ 

カバープレート 
BP 横支材（溝形鋼） 

BP-A BP-B 
腐食範囲 

（防水層としてモデル化） 

骨組部材とBP，およびBPどうしの
境界面は接触設定（摩擦係数0） 

(a) 橋梁部材 

(c) BPの取付け部近傍のモデル化方法 
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1/2 モデルとし，その面に XZ 面対称の拘束条件を設定

するとともに橋軸方向の両端部面には YZ 面対称の拘束

条件を設定した．また，BP の取付け部近傍の応力性状

は，取付け部の局所的な変形の影響が支配的と考えられ

るため，主桁下フランジ下面をモデル全長にわたり鉛直

支持した．なお，前記の主桁支持条件と主桁両端部をピ

ン支持した条件において，取付け部を含む BP の応力お

よび変形性状はほとんど変わらないことを確認している． 
材料間の接触条件として，レールとまくらぎ間は節

点共有，道床バラストと防水層間は固着定義，また，

BPと防水層間および図-9(c)に示す BPの取付け部は，着

目部の BP 応力が安全側に評価できるように摩擦係数 0

の接触定義をした．さらに，実橋では図-1(a)に示すよう

に，まくらぎ上面まで道床バラストで覆うことで，まく

らぎの水平方向の移動を拘束しているが，本解析ではモ

デルの簡素化のためバラストをまくらぎ底面までモデル

化し，まくらぎ底面と道床バラスト間を固着定義するこ

とで前記の実橋での拘束条件を再現した． 
表-2 に要素タイプを示す．BP と周辺部材にはソリッ

ド要素を用いて実橋の形状寸法を忠実に再現した．ただ

し，BPと骨組部材あるいは隣接する BPとのリベット接

合部は，図-9(c)のようにリベット孔に相当する中空部分

に剛体要素を設け，接合される部材の孔壁全節点と結合

させることで模擬した． 
図-9(a)のように着目する BP（図中の BP-A）の溝形鋼

ウェブ背面側沿いの辺の取付け部近傍は要素サイズを細

かくし（厚さ方向 0.8×橋軸方向 1×橋軸直角方向 10mm

程度），その他の部位は 50～110mm 程度に粗くした．

BP-A では，取付け部における面外曲げ応力を評価でき

るように，図-9(c)に示すとおり設計板厚 6.35mm に対し

て板厚方向に要素を 8 分割した．その他の BP は板厚方

向に要素を 4分割した．なお，板厚方向の要素分割数に

ついて，2分割，8分割，および 16分割した場合でそれ

ぞれ試解析した結果，2 分割では面外曲げ応力の評価に

不十分であり，8 分割と 16 分割では面外曲げ応力の最

大値が約 1%しか変わらないことを確認している． 
表-3 に材料特性を示す．鋼材（リベットを除く橋梁

部材およびレール）は文献 13)，道床バラストおよびま

くらぎは文献 14)の値を用いた．なお，バラストは本来

は離散体であるが，まくらぎ下面やバラスト下面の圧力

分布に対する載荷試験との整合が確認されているヤング

係数 100MPa の連続弾性体でモデル化した 14)．また，防

水層（アスファルト）は，温度条件等によりヤング係数

が 600～12000MPaと大きく異なり 15)，3 章の実橋測定時

の外気温では 1500MPa程度と推定された．しかし，5章

で後述するように A橋梁の BP上に防水層が設置されて

いないことが確認できたため，本解析では図-9(b)で示す

防水層としてモデル化した部分についても，道床バラス

トと同じ材料特性を用いた． 

荷重は，図-10 のように実橋測定の対象列車と同じ軸

配置で 2 軸分をレール上に鉛直載荷した．1 軸重は，実

橋測定の列車軸重に乗車率 50%，および速度に応じた衝

撃 13)を考慮し，160kN（1レールあたり 80kN）とした． 

c) 解析ケース 

解析ケースを表-4 に示す．一般的に道床バラストを

有する橋梁の設計では，まくらぎに作用する列車荷重の

道床バラスト内での分散を考慮し，等分布活荷重が床版

部材に作用すると考える 3),4),16)．しかし，骨組部材に比

べて曲げ剛性の小さい BP のような床版部材では，まく

らぎ位置や道床厚によって道床の荷重分散性状が異なり，

BP の応力性状も異なる可能性がある．また，BP の板厚

によって BP の応力性状は異なると考えられる．したが

って，まくらぎ位置，道床厚，および BP の板厚をパラ

メータとした．なお，横支材の剛性も BP の応力性状に

表-3 材料特性 表-2 要素タイプ 

材料 要素タイプ

橋梁部材(リベット除く)，防水層（アスファルト），
道床バラスト，まくらぎ（PC製）

ソリッド要素

レール（50kgNレール） 梁要素

リベット 剛体要素

材料 ヤング係数 ポアソン比 引用文献

鋼材 200GPa 0.3 文献13)

道床バラスト 100MPa 0.3 文献14)

まくらぎ（PC) 35GPa 0.17 文献14)

図-10 載荷位置，まくらぎ配置，および道床厚のイメージ 

4544mm（= 568mm@8 ）

BP-A

2100mm

80kN 80kN

1219mm

道床バラスト

まくらぎ
レール

道床厚d

BP-B

軸配置1

80kN 80kN

2100mm

軸配置2

横支材

284mm284mm

：まくらぎ配置b

：まくらぎ配置a
表-4 解析ケース 

ケース パラメータ
まくらぎ

位置※1
道床厚※2

(mm)

BPの

板厚※3(mm)

載荷

位置※4

1-1 1

1-2 2

2 まくらぎ位置 b 1

3 道床厚 150 1

4-1 1

4-2 2

※1・※4：図-10に示すまくらぎ配置・軸配置

※2：図-10中の寸法dの値

※3：図-9(c)に示すBP-Aの板厚(BP-Bとの重なり部を除く)

3.175

6.35

250

a

基本

BP板厚

a

250
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大きな影響を与えると考えられるが，2 章の調査範囲の

BP 桁では，横支材の寸法がほぼ同一であり，またその

主桁への取り付け方も一様であることから，これをパラ

メータとはしていない． 

道床厚は，在来線鉄道で標準的に確保される厚さ 17)の

最大値 250mm，および同最小値 150mmとした．BPの板

厚は，設計板厚 6.35mm，およびその半分の 3.175mm と

した．板厚 3.175mm は，5 章で後述する BP 上面の腐食

性状に基づく対象橋梁の 100年後の推定平均板厚に相当

する．図-9(c)のように着目する BP（図中の BP-A）にお

いて，一様に設計板厚の半分の板厚に減じた．なお，い

ずれのケースも BP-A 以外の BP は設計板厚とした．そ

して，BPの板厚に着目したケース 1 および 4 では，図-

10に示す 2通りの載荷位置で解析を行った． 

 

(2) 解析モデルの妥当性 

図-11 に，A 橋梁（DG）の実橋測定位置別の応力に対

する実測値と解析値（ケース 1-1 および 4-1）を示す．

図-11 は，実測値，解析値とも，着目部である図-5(a)の

測点 10の応力が最大になる軸配置（図-10 の軸配置 1）

での比較を行ったものである．なお，実測において軸配

置を正確に把握することは困難であるため，着目部の

BP を支持する横支材の下フランジ下面（図-5(a)の測点

15）の公称応力が最大となる時点を図-10 の軸配置 1 の

状態と推定した．図-11 の実測値は前記の時点の各測点

の応力を測定波形から抽出したものである． 

図-11 より，着目部である BP の測点 10，および横支

材の測点 13～15 で，実測値と解析値にやや乖離があっ

た．このひとつの原因として，測点 15 の解析値が大き

いことから，(1) b)で示した列車荷重が実橋測定におけ

る条件よりも大きい可能性が考えられる．また，測点

10 の実測値が解析値より小さい原因として，実測値，

解析値とも，図-3(a)に示すように横支材のウェブ背面縁

から 10mmの位置の応力を抽出しているものの，実橋で

は横支材のウェブ背面縁とフランジ上面の交差角部が面

取り加工されていることで，測定位置の面外曲げ応力が

低減した可能性が考えられる．なお，前記の面取り加工

を再現した試解析において，測点 10 の実測値と解析値

の乖離が小さくなることを確認している． 

以上のような実測値と解析値の乖離がわずかにあるも

のの，着目部の BP の応力が実測値に対して安全側であ

ること，およびいずれの測点も解析値と実測値が近く，

また引張および圧縮の応力性状も一致していることから，

本解析モデルは妥当であると判断した．なお，図-11 の

測点 10 の解析値において，板厚の大きいケース 4-1 の

方が板厚の小さいケース 1-1 より応力が大きくなったが，

この原因については(3) c)で後述する． 

 

(3) 解析結果 

a) 基本ケース（ケース1-1） 

ケース 1-1における，BP-Aの横支材（溝形鋼）ウェブ

背面側沿いの辺の取付け部近傍のミーゼス応力コンター

を図-12，同主応力ベクトル図を図-13，同変形図を図-14，

BP の面外曲げ応力および面内応力の分布を図-15，また

道床バラストのミーゼス応力コンターを図-16 に示す． 
図-12 および図-15 より，BP-A の応力は溝形鋼ウェブ

背面側沿いの辺の取付け部において顕著に大きく，それ

以外の部位は小さい．また，図-13 より同取付け部の主

応力は，BP 上面で橋軸方向に引張の最大主応力，下面

で橋軸方向に圧縮の最小主応力が生じた．これらから，

同取付け部には大きな面外曲げ応力が生じると言える．

なお，BP 上面の最大主応力の最大値は，溝形鋼ウェブ

背面縁からフランジ縁側に約 3mm 入り込んだ箇所に生

じた． 
前記の面外曲げ応力は，図-14に示すように，BP-Aが

4 辺を固定した膜の機能により，しぼむような変形をす

るのに対して，溝形鋼は隣接 BP（BP-B）の変形に合わ

せてフランジ縁側に倒れ込むことで，BP-A が溝形鋼の

ウェブ背面縁で大きく曲げられることが原因と考えられ

る．一方，溝形鋼フランジ縁側の取付け部は，BP-B の

しぼむような変形に溝形鋼のフランジが追随するため，

面外曲げ応力がほとんど生じないと考えられる．この変

形性状は主桁沿いの辺の取付け部も同様であり，このよ

うな変形挙動によって図-15(b)に示すとおり，主桁沿い

の辺の取付け部の応力も小さくなったと考えられる． 
図-15 より，BP-A の面内応力は BP 全幅で概ね一定値

で橋軸方向で 4～6MPa 程度，橋軸直角方向で 1～2MPa

程度であり，文献 3)に基づく設計面内応力（橋軸方向

19.6MPa，橋軸直角方向 14.4MPa）に対して十分小さい．

これは図-16 に示すように，まくらぎからの荷重がバラ

ストを介して，剛性の大きい横支材や主桁に偏って直接

伝達し，BPの負荷が小さくなったためと考えられる． 

図-11 実橋測定値とFEM解析値の比較 

※解析値は，実測箇所を包含する要素の表面節点応力の最大値を抽出 

※測点番号は，図-5（a）を参照 
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b) まくらぎ位置および道床厚の影響 
表-5 に，ケース 1-1，2，および 3に対する BP-Aの溝

形鋼ウェブ背面側沿いの辺の取付け部における BP 上下

面の主応力（上面は最大主応力，下面は最小主応力）を

示す．各ケースとも主応力の絶対値が最大の箇所が同じ

（図-13 で示した上下表面節点）であったため，表-5 は

その節点応力を示した．なお，主応力方向も各ケースで

同様であった． 
表-5 より，各ケースとも応力値はほぼ同様で，まく

らぎ位置や道床厚（在来線鉄道で標準的に確保される厚

さ 17）150mm 以上において）によって BP の応力性状は

(a) 橋軸方向 

(b) 橋軸直角方向 

※断面各位置の BP の

上下表面要素の要素

平均応力を基に，各

位置の面内・面外曲

げ応力を算出． 

※BP を下方に凸に曲

げる面外曲げ応力を

正とする． 図-15 BPの面外曲げ応力および面内応力の分布（ケース 1-1）  

※BP-A中心を通る橋軸直角方向断面

※BP中心を通る橋軸方向断面 
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最大：40MPa
最小:-0.3MPa

最大：0MPa
最小:-28MPa

(-12.1MPa)

最大(赤)：80MPa
最小(青)： 1MPa

最大(赤)：-15MPa
最小(青): -85MPa

図-13 最大主応力および最小主応力ベクトル（ケース 1-1） 

※応力値は着目要素に属する節点の応力の最大値，（ ）内の値は実測値 

※図－12における最大応力発生要素を含む橋軸方向断面（図-12のW=31mm） 
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図-12 BPのミーゼス応力コンター（ケース 1-1） 

※応力値は着目要素に属する節点の応力の最大値 
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【拡大図】 
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図-14 変形図（ケース 1-1） ※変形倍率100倍 
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図-16 道床のミーゼス応力コンター（ケース 1-1） 

(MPa) 

載荷位置

レール

まくらぎ

主桁 横支材

バラストから骨組部材への
直接の荷重伝達

道床

土木学会論文集A1（構造・地震工学）, Vol. 74, No. 2, 261-279, 2018.

269



 

 

ほとんど変わらないことがわかる．これは，図-16 に示

したような道床による荷重分散性状がいずれのケースも

同様であるためと考えられる． 
c) BP板厚の影響  

ケース 4-1 における BP-A の横支材（溝形鋼）ウェブ

背面側沿いの辺の取付け部近傍の変形図を図-17，また

同主応力ベクトル図を図-18 に示す．ケース 1-1 および

4-1 の BP-A の最大応力発生箇所は同じ（図-12 で旗揚げ

した要素）であったため，その要素を含む断面の主応力

ベクトル図（図-13 および図-18）を比較した．図-13 お

よび図-18 より，BP-A 上面の最大主応力はケース 1-1 が

ケース 4-1 の約 1.5 倍大きいことがわかる．同位置の応

力は，a)で示した溝形鋼ウェブ背面縁での BP-A の局所

的な曲げの影響を大きく受けると考えられる．この曲げ

の程度が同じ場合，同位置の面外曲げ応力は理論上，ケ

ース 1-1がケース 4-1の 8倍（板厚の 3乗に反比例）大

きくなるが，実際は前記の通り 1.5 倍程度の差であった． 
図-14 および図-17 の変形図を比較すると，溝形鋼お

よび BP とも同様の変形性状であるが，ケース 1-1 

（図-14）では，溝形鋼ウェブ背面縁～リベット接合部

縁の 2点間（図-14中の L）を支間とした BP-Aの上方へ

の反りが生じたのに対し，ケース 4-1（図-17）では反り

がほとんど生じていない．この変形性状の違いは，取付

け部が腐食し，板厚が減少することで，区間 Lにおける

BP-A の曲げ剛性が小さくなることによるものと考えら

れる．ケース 1-1 において，前段落で示した位置におけ

る応力が理論上よりも小さくなったのは，前記の反りが

BP-A の溝形鋼ウェブ背面縁での局所的な曲げを緩和し

たためと考えられる． 
ケース 1-2および 4-2における，BPの橋軸方向の面外

曲げ応力および面内応力の分布を図-19 に示す．図より，

両ケースとも溝形鋼ウェブ背面縁から 100mm 程度の範

囲を除いて，面外曲げ応力がほとんど生じず，概ね一定

の面内応力が生じた．なお，溝形鋼ウェブ背面縁から

100mm程度の範囲では，板厚が大きいケース 4-2が板厚

の小さい 1-2 に比べて，ウェブ背面縁における面外曲げ

応力が小さい一方で，その前後における応力低減範囲が

広い傾向にあった．(2)の図-11 で示したウェブ背面縁か

ら 10mm位置にある測点 10の応力について，ケース 1-1

よりケース 4-1 の方が大きくなったのはこのためである． 

また，図-15(a)と図-19 のケース 1-2 との比較から，載

荷位置によらず同様の応力性状を示した．面内応力は，

ケース 1-2で約 8MPa，ケース 4-2で約 5MPaであり，後

者に対する前者（BP 板厚が後者の 1/2）の応力増加率は

1.6倍程度に留まった． 

表-6 にケース 1-1，1-2，および 4-2 における，道床と

BP-A との間に生じる接触力を示す．表より，等分布活

荷重が作用すると考えた設計値 3)に比べていずれも半分

以下である．これは，図-16 のように道床を介して，剛

性の大きい骨組部材に偏って荷重が伝達するためと考え

られる．また，ケース 4-2ではケース 1-2に比べて，BP-

Aの負荷が約 3割大きい．このことから，前段落で示し

たように溝形鋼ウェブ背面側沿いの辺の取付け部近傍以

外の応力が BP 板厚の影響を大きく受けないのは，腐食

等により BPの板厚が減少すると，BPの剛性が小さくな

り，相対的に剛性の大きい骨組部材の負荷が大きくなる

ためと考えられる． 

以上の本章で示した解析結果から，DG では横支材

（溝形鋼）ウェブ背面側沿いの BP の取付け部において

面外曲げ応力が顕著に大きく，BP の板厚がそれに与え

る影響が大きい一方で，まくらぎ位置や道床厚の影響は

小さいこと，また，前記以外の部位では BP に面外曲げ

応力がほとんど生じず，面内応力はほぼ一定で，BP の

板厚の影響を大きく受けることなく設計値よりも十分小

さいことがわかった．これらの応力性状を基に，6 章で

BPの部位別でき裂の発生しやすさの評価を行う． 

表-5 BP-A溝形鋼ウェブ背面側沿いの辺の取付け部の主応力 

上面 下面

1-1 80 -85

2 79 -77

3 86 -93

ケース
主応力（MPa)

最大： 40MPa
最小:-0.2MPa

最大： 0MPa
最小:-32MPa   

最大(赤)：-20MPa
最小(青): -65MPa

最大(赤)：55MPa
最小(青):0.1MPa

※応力値は着目要素に属

する節点の応力の最大

値 

※図－12 における最大応

力発生要素を含む橋軸

方向断面（図-12 の

W=31mm） 

図-17 変形図（ケース 4-1） ※変形倍率100倍 

図-18  最大主応力および最小主応力ベクトル（ケース 4-1） 
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5. BP桁の変状の詳細調査 

 

4 章より，文献 8)などで確認されたのと同様に溝形鋼

ウェブ背面側沿いの BP の取付け部近傍において大きな

面外曲げ応力が生じることを確認した．しかしその応力

範囲は BP，つまり母材（帯板）に疲労き裂が生じるほ

どの大きさではない．本章では BP の同取付け部に生じ

るき裂について面外曲げ応力以外の原因を究明すべく，

実橋においてき裂の性状や BP 上面の腐食性状，ならび

に防水層および保護工の状態の調査を行った． 

 

(1) 調査内容 

実橋応力測定を行った表-1 に示す A 橋梁（DG）にお

いて，BP 上面の道床バラストを一時撤去し，保護工，

防水層，および BP 上面の状態を観察した．また，き裂

が生じた部位（横支材ウェブ背面側沿いの辺の取付け部

近傍），およびき裂の生じていない部位（主桁沿いの辺

の取付け部近傍）を 1箇所ずつ部分的に採取し，これを

試料として以下の調査を行った．上面調査範囲および試

料の採取位置と採取寸法を図-20に示す． 

・外観調査：BP の上下面の表面腐食状態の観察，残存

板厚の測定，および磁粉探傷試験によるき裂の確認を

行った．板厚測定にはデジタルポイントマイクロメー

タ（表示値 1/100mm）を，また，磁粉探傷試験には極

間式磁化器および蛍光湿式磁粉を用いた． 

・破面調査：き裂が生じた部位の試料では，き裂破面

のさび生成状態や破面形状等を肉眼および走査型

電子顕微鏡（以下，SEM）により観察した． 

表-6 道床からBP-Aに直接作用する荷重（接触力） 
※( )内は，設計値

に対する解析値の

比率 

※ BP-A 要素のう

ち，骨組部材に支

持される範囲の要

素は計算から除外 

 

解析値 設計値
3)

1-1 22.0(41.1%)

1-2 20.7(38.7%)

4-2 26.7(49.9%)

53.5

ケース
接触力（kN)

図-20 上面調査範囲および試料採取位置と採取寸法 

(a) 上面調査範囲および試料採取位置 

(b) き裂発生部位（横支材取付け部） 

(c) き裂未発生部位（主桁取付け部） 

き裂 
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図-19 BPの橋軸方向面外曲げ応力および面内応力の分布（ケース 1-2および 4-2）  

【ケース1-2】 

【ケース4-2】 

※応力算出方法，面外曲げ応力の正負，

対象断面はケース1-1（図-15）と同様 
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（単位：mm） 

図-22 BP上面の板厚測定 

骨材の輪郭 

5.24 5.93 5.19 5.76 5.25 

横支材 BP BP 

・断面観察：後述するとおりき裂破面全体がさびに覆わ

れていたため，試料を数断面で切断し，断面を肉眼

および SEM により観察した．断面観察は，磁粉探傷

試験におけるき裂状模様の指示箇所，および凹凸の

分散が大きい箇所を選定して行った． 

 
(2) BPの表面性状 

図-21に，BP試料（き裂発生部位および未発生部位）

の外観を示す．図中の BP 上面では，周囲に比べて凹み

のある箇所の残存板厚の測定値も示した．図-21 より，

BP 上面では凹凸が著しいことがわかる．図-21(a)に示す

ように採取直後には保護工の骨材が粉砕化したものが凹

み部に詰まっていたことから，この凹みは骨材の輪郭に

沿って成長した腐食であると考えられる．なお，表-1

に示した B 橋梁，および A 橋梁以外の 2 章で調査した

DG1 橋についても BP 上面の表面性状を調査したところ，

A橋梁と同様の傾向であった． 
図-21(b)より，き裂発生部位では最も大きな凹みが生

じている箇所で，設計板厚（ 6.35mm ）の 45%

（2.84mm）まで減肉していた．試料断面のうち最も凹

凸の分散が大きい断面（図中の A-A 断面）では，平均

板厚 4.9mm，変動係数 0.17 であった．なお，BP の下面

は 2試料ともほとんど腐食していなかった． 

図-22に，BP上面の調査時における超音波板厚計によ

る板厚測定値を示す．これらの板厚は凹凸の比較的小さ

い平滑な部分で測定したものであるが，設計板厚

6.35mmに対していずれも 6mm以下であり，取付け部に

限らず全面的に腐食が進行していることがわかる． 

 

 

(3) 腐食およびき裂の進展性状 

図-23 に，A 橋梁の BP 上面調査時に把握したき裂の

位置および形状を示す．き裂の形状は BP 上面から印象

材で型取りして把握した．図-23 より，き裂は溝形鋼ウ

ェブ背面縁から 3mm 程度リベット側に入り込んだ位置

で，溝形鋼ウェブ背面に沿って進展していた．これは，

4 章で示した BP の面外曲げ応力が最も大きくなった断

面と一致する．また，図-21(b)や図-23(a)から明らかなよ

うにき裂破面は屈曲していることから，複数箇所で生じ

たき裂がつながったと考えられる．  
BPき裂部の試料に対する磁粉探傷試験状況を図-24に，

また，き裂破面およびき裂破面近傍断面の観察状況をそ

れぞれ図-25 および図-26 に示す．図-24 より，き裂破面

近傍において，破面を構成するき裂とは別のき裂状の指

示模様が確認できた．  

図-21 BPの表面性状 

(b) き裂発生部位 (a) き裂未発生部位 

（単位：mm） 

 

※4mm ピッチで板厚測定 
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※数字は凹凸部の残存板厚（設計板厚6.35mm）
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【BP下面】 190mm

55mm
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【BP上面（保護工側）】
※数字は周囲に比べて凹みのある箇所の残存板厚

（設計板厚6.35mm）

【き裂破面】 き裂先端側

き裂破面

き裂破面

【BP下面】 190mm

55mm
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粉砕化した骨材

4.41

4.42

5.41

6.02

5.01

【採取直後】

【洗浄後】

※BP上面

※BP上面

上面側

下面側

平均板厚 最大板厚 最小板厚 変動係数

4.9mm 6.3mm 3.9mm 0.17

土木学会論文集A1（構造・地震工学）, Vol. 74, No. 2, 261-279, 2018.

272



 

 

図-23 き裂の位置および形状 

(a) き裂位置（BP上面写真） (b) き裂部の上面形状（印象材での型取りによる再現） （単位：mm） 

図-24 BPき裂部試料の磁粉探傷試験 

※断面B-Bは，図-21(b)

および図-26の断面B-B

と対応．断面C-Cは図-

26の断面C-Cと対応 

図-25 BPき裂部試料のき裂破面観察（肉眼およびSEM） 

き裂状指示模様 

き裂状指示模様 

図-25 より，き裂破面はさび（腐食生成物）で覆われ

ており，破壊形態が十分に確認できなかった．そこで，

前記のき裂状の指示模様を確認した図-26 の B-B 断面を

砥石切断し，図-26 の C-C 断面の位置まで研磨材による

研磨を行い，断面を観察した． 
図-26(a)および(b)より，き裂破面近傍の骨材輪郭状の

腐食部の底から，複数の腐食ピットが発生していた．C-

C 断面を含む腐食ピットを SEM により観察したところ，

図-26(c)に示すように 2 つの腐食ピットがあり，うちひ

とつは BP 下面に向かって進行するに従って幅が小さく

き裂状になり，板厚を貫通していた．磁粉探傷試験およ

び断面観察により，このような骨材輪郭状の腐食部の底

からの腐食ピットやき裂が確認できたのは，き裂未発生

部位，およびき裂発生部位の 2 試料において，図-26 に

示すき裂発生部位のき裂破面近傍に限定されていた．な

お，表-1 に示した B 橋梁についても本節と同じ調査を

行ったところ，前記のき裂の発生位置や，き裂破面の屈

曲状況，き裂破面近傍における腐食ピットの集中傾向は

A橋梁と同様であった． 図-26 BPき裂部試料の断面観察（肉眼およびSEM） 

(b) B-B断面観察（肉眼） 

(c) C-C断面観察（SEM） 

(a) 断面観察部のBP上面状況 

下面側

上面側骨材輪郭状の
腐食部底腐食ピット1

き裂破面

腐食ピットB

B

C

C

骨材輪郭状の
腐食部

幅約30mm

※写真上に示した4つの腐食ピットを左から順に，
腐食ピット1,2,3,4と称することとする．

き裂破面

0.8mm

き裂破面のさび層

B
P
残

存
板

厚
3
.
5
m
m

腐食ピット2上面側

ピット幅2.3mm

1.1mm

0.4mm

骨材輪郭状の腐食部底

ピット深さ
1.9mm

腐食ピット3
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以上の調査結果から，BP のき裂性状には，大気中の

疲労のみが原因の場合とは異なる以下の特徴があると言

える． 

・応力集中箇所で腐食ピットが発生（図-26(a)） 

・腐食ピットからき裂状に板厚方向に進展（図-26(c)） 

・複数の腐食ピット底からのき裂がつながって進展（図

-23(a)および図-24） 

これらの特徴，および(4)で後述する BP 上面の滞水状況

から，BP のき裂は，大気中と比べて腐食が疲労き裂の

進展を促進させる現象である腐食疲労の性状を呈してい

ると考えられる．なお，前記の 3つの特徴は，坂野ら 18)

や駒井ら 19)の既往の研究が示す腐食疲労の特徴と同様で

ある． 

 

(4) BP上部の防水層および保護工の状態 

図-27 に，A 橋梁の BP 上面調査時の保護工の状態を

示す．保護工は全面的に微細なひび割れが見られたが，

特に横支材（溝形鋼）上部で，図-27(a)のように目視で

も十分に確認できる大きなひび割れが生じていた．また，

保護工の下部は，図-27(b)のように土砂化し骨材が露出

していた．これはひび割れからの雨水の浸透，および繰

り返し列車荷重等で生じたと考えられる．また，図-

27(b)に示す露出した骨材の最大径は 30mm 程度で，図-

26(a)で示した骨材輪郭状の腐食部の幅と同等であった．

このことから，図-26(a)に示した腐食部は，保護工のひ

び割れからの浸水により，特に骨材の接触部の濡れ時間

が長いことで生じたと考えられる． 
A 橋梁では図-27(b)に示すように，保護工にコンクリ

ートが用いられており，また，その厚さは約 50mmで，

アスファルト防水層は敷設されていなかった．この構成

は，1 章で示したように，A 橋梁の架設年代における

BP 上の防水仕様の基準を示していると考えられる，文

献 6)に合致する．このように，防水層がなく，また粗骨

材を有するコンクリートだけを BP 上面に打設したこと

が，(2)で示した凹凸の著しい腐食性状に大きな影響を

与えたと考えられる．なお，A 橋梁以外に，A 橋梁と同

じ架設年代である 2章で調査した DG1橋についても BP

上部の防水層および保護工を調査したところ，前記のと

おりのA橋梁と全く同様の構成および状態であった． 
一方，図-28に，過去の JR西日本管内の BP桁（約 70

年供用）の撤去工事時の状況を示す．この橋梁では，図

-28(a)に示すように保護工（鉄網入りコンクリート）下

にアスファルト防水層が設置されていた．この構成は 1

章の図-1(a)に示したとおりで，対象橋梁の架設年代にお

ける BP 上の防水仕様の基準を示していると考えられる，

文献 5)に合致していた．この橋梁の保護工上面は A 橋

梁と同様に骨組部材上で大きなひび割れを生じていたが，

防水層がない A橋梁とは異なり，BP上面は図-28(b)に示

図-27 A橋梁の保護工（コンクリート）の状態 

(a) 上表面 (b) 断面 

ひび割れ 

BP上面 

保護工 

土砂化・骨材露出 

橋軸方向 

ひび割れ 

横支材 

フランジ範囲 

バラスト 

保護工 

バラスト 

図-28 防水層を有するBP桁の撤去工事時の記録写真 

(b) BPの上表面 (c) 保護工上面 (a) 保護工および防水層 

アスファルト防水層 

鉄網 

保護工 

土木学会論文集A1（構造・地震工学）, Vol. 74, No. 2, 261-279, 2018.

274



 

 

すように骨材の輪郭に沿った腐食は生じておらず，平滑

であった．なお，図-28(c)は雨天翌日の保護工上面の状

況であるが，BP 中央の排水孔から橋梁下の樋へ排水さ

れていることが確認できたものの，その速度が遅いため

一時滞水していた．2.(3)で示した過去の検査記録で，排

水樋からの排水の有無によらずき裂が発生していたのは

このためと考えられる． 

以上より，A 橋梁と同じ架設年代またはそれ以前の

BP 桁では，アスファルト防水層が設置されていない可

能性があり，その場合，防水層が機能している場合に比

べて，(2)で示した BP上面の著しい凹凸性状，および(3)

で示した腐食疲労き裂が生じやすいと考えられる．  

 

 

6. き裂の発生原因と部位別の発生傾向 

 

本章では，2 章～5 章の検討で得られた知見に基づき，

BP のき裂の発生原因について考察するとともに，既往

の知見に基づき，BP の部位別でき裂の発生しやすさの

評価を試みた． 

 

(1) き裂の発生原因 

2章～5章で示した，BPのき裂や腐食の性状および応

力性状，ならびに BP 上部の防水層と保護工の状態から，

BPのき裂の原因は，図-29に示すイメージ図，および以

下に示すとおりと考えられる． 
・経年等により骨組部材上の保護工に貫通ひび割れが発

生する． 
・ひび割れ箇所に雨水が浸入し，BP 上面で一時滞水し

た状態で，繰り返しの列車荷重を受けることで保護工

下面が土砂化し，骨材が露出する． 
・雨水の浸透により，BP 上面が全面的に腐食し，特に

骨材との接触部が濡れ時間が長いことで，骨材輪郭に

沿った腐食が顕著になり，無数の凹凸が形成される．

なお，前記の性状は防水層が設置されていない橋梁で

特に生じやすいと考えられる． 

・DG では横支材（溝形鋼）ウェブ背面側沿いの辺の取

付け部において，活荷重による BP の局所的な面外曲

げ応力に伴い，前記の骨材輪郭状の腐食部底を起点

とした無数の腐食ピットが発生し，き裂状に板厚方

向に進展しつつ，各々のき裂がつながって同取付け

部に沿って進展する．なお，同取付け部で腐食部底

から集中的に腐食ピットが生じるのは，前記の面外

曲げ応力に加えて，骨材輪郭状の凹凸による応力集

中も影響していると考えられる． 
上記のように，BP のき裂は局所的な面外曲げ応力に

よる疲労だけではなく，防水機能の喪失による BP 上面

の腐食の影響を大きく受けた，大気中と比べて腐食が疲

労き裂の進展を促進させる現象である腐食疲労によるき

裂であると言える． 
なお，A 橋梁ではアスファルト防水層がないこと，お

よび BP 上面は一般的に塗装されない 20)ことから，比較

的早期に腐食反応が生じていたと考えられる．供用後ま

もなく全面腐食が生じ始めたとして，5.(2)で示した板厚

分布から，経年約 90 年で平均 1.5mm 減肉しており，1

年間の平均腐食深さは 0.017mm である．これは降雨の

影響のない普通鋼材の大気暴露試験に基づく 1年間の平

均腐食速度 21)と概ね同等であり，防水層の機能していな

い BP 上面はそれほど厳しい腐食環境ではないと言える． 

 

(2) 部位別のき裂発生傾向 

本節では，DG での実橋調査および FEM 解析により

把握した BPの応力性状と腐食ピット形状を基に，BPの

部位別でき裂の発生しやすさの評価を試みた．既往の研

究 18),19)では，腐食環境下における鋼材の繰り返し載荷試

験に基づき，試験中に生成された腐食ピットからき裂が

発生する条件として以下が見出されている．  

・腐食ピットを図-30 のような表面半楕円状の初期き裂

と仮定した場合の応力拡大係数範囲が一定値になると，

腐食ピット底からき裂が発生する．その一定値は，坂

野らの研究 18),22)では，引張強度 400～800MPa級の鋼母

材の応力比 0 における下限界応力拡大係数範囲（約

図-29 BPのき裂発生イメージ 

上面腐食
ひび割れ→降雨浸透

面外曲げ→き裂

 

保護工 

BP 

横支材 

 

取付け部 取付け部 

面外曲げ応力→き裂 

列車荷重 
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6.0MPa m・  23)）と同等である． 

・き裂を有する腐食ピット底の応力拡大係数範囲は，き

裂発生直前から板厚貫通，および部材破断後もほとん

ど変わらない 19)． 
これらの知見に基づけば，図-26(c)に示したような底に

き裂を有する腐食ピットを表面半楕円状の初期き裂と仮

定し，その応力拡大係数範囲を算定することにより，こ

れを腐食疲労の影響を受ける，つまり上面から生じた腐

食ピットが徐々に進行する BP における，腐食ピット底

からのき裂発生の閾値と考えることができる．また，そ

の閾値を基準として BP の部位別でき裂の発生しやすさ

の評価ができると考えられる． 
5 章で示した A 橋梁（DG）のき裂部の試料を用いて

上記の検討を行った．応力拡大係数範囲は，本試料の腐

食ピットが，図-30 のような鋼板の表面から生じたもの

であることから，駒井らの研究 19)と同様に Newman and 

Raju24)の提案した下記に示す式(1)により算定した．なお，

式(1)は文献 25)にも示されている，表面半楕円状のき裂

に対する応力拡大係数を表す一般的な式である． 

∆KI 
= (∆St+H∙∆Sb)∙ π

a
Q ∙F

a
t ,

a
c ,

c
b ,φ (1)

 
ここに， ΔKI：図-30 の腐食ピット面の任意位置におけ

る応力拡大係数範囲（面内開口型） 
ΔS t，ΔS b：面内応力範囲および面外曲げ応力範囲 

（表-7に示す値を適用） 
a，c，t，b：順に，図-30 に示す腐食ピットの深さお

よび半幅，板（BP）の厚さおよび半幅

（b は表-1 より 733.5mm の一定値で，そ

れ以外の値は表-7に示す値を適用） 

φ：図-30 に示す角度（表-7 の全ケースとも

ΔKIが最大となる 90°を適用） 
Q，H，F：順に，腐食ピットの形状に対する係数 24)，

面外曲げ応力に対する境界修正係数 24)，

面外曲げ応力および面内応力に対する

境界修正係数 24)（表-7に示す値を適用） 
表-7に，本調査時点および本調査から 100年後における

腐食ピットの ΔKI を算定し，BP の部位別で腐食ピット

底からのき裂の発生しやすさを評価した結果を示す． 
まず，腐食ピット底からのき裂発生の閾値となる，表

-7 のケース A に示す本調査時点の溝形鋼ウェブ背面側

沿いの BP の取付け部近傍の ΔKIの算定条件を以下に示

す．5 章で示したように，腐食ピットが集中的に生じて

いたき裂破面近傍のうち，き裂状に BP 板厚を貫通して

いた図-26の C-C断面の腐食ピット（図-26(c)の腐食ピッ

ト 2）を対象とした．図-31 に対象とする腐食ピットの

寸法を示す．腐食ピット底の長さは，図-31 に示すよう

に，磁粉探傷試験によるき裂指示模様と，肉眼で観察し

たピット表面との交点の両端を結ぶ長さとして 5.4mm，

腐食ピットの深さは，駒井らの研究 19)を参考に，図-31

に示す l/wが 14となる深さを腐食ピットとき裂の境界と

定義して 1.1mmとした．また，BPの板厚は図-21(b)に示

す本調査時点の A-A 断面の平均板厚を，面内応力範囲

および面外曲げ応力範囲は，き裂発生時の板厚分布が不

明なため，き裂発生の閾値として安全側の評価となるよ

うに，FEM 解析のケース 4-1（架設初期の一様板厚）か

ら得た，図-18 の溝形鋼ウェブ背面縁位置における上下

表面節点の主応力（上面 55MPa，下面-65MPa）を基に算

定した値をそれぞれ用いた． 
上記の各値を用いて表-7のケース Aにおける ΔKIを式

(1)より算定すると，2.2MPa m・ となる．この ΔKIが前記

の坂野らの研究 18),22)の値に比べて小さいのは，鋼材成分

の違いや鋼材の下限界応力拡大係数範囲のばらつきが大

きい 23）こと，また，き裂発生時の板厚分布が不明であ

るため，前記のとおり架設初期の一様な板厚での応力を

適用した安全側の評価であること等が原因と考えられる．

いずれにしても同一 BP での腐食ピット底からのき裂発

生の閾値を 2.2MPa m・ と考えて，BP の部位別で相対評

価することは問題ないと考える． 

図-30 表面半楕円状の初期き裂（＝腐食ピット）24) 

初期き裂（腐食ピット） 

ピット底

ピット表面

a
2c

2b t

2c

a
φ

図-31 対象とする腐食ピット（初期き裂）寸法 

※図-26の断面C-Cにおける貫通き裂を有する腐食ピット2を想定 

磁粉探傷試験で確認した
き裂状指示模様（図-24参照）

骨材輪郭状
の腐食底

腐食ピット
C

C

平面図

l=5.4

w：腐食ピット底の幅

l：腐食ピット底の長さ（式(1)の2cに相当）
a：腐食ピットの深さ（式(1)のaに相当）

単位：mm

C-C断面

w =0.4き裂

a =1.1腐食
ピット
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次に，表-7のケース Bに示す本調査から 100年後にお

ける，溝形鋼ウェブ背面側沿いの BP の取付け部以外の

部位における ΔKIの算定条件を以下に示す．溝形鋼ウェ

ブ背面側沿いの BP の取付け部以外の部位では，5 章で

示したとおり腐食ピットが生じていなかったが，ここで

は仮にケース Aで対象とした図-31 と同様の腐食ピット

が生じていることとした．また，BP の平均板厚は，(1)

で示した平均腐食速度で今後も腐食が進展すると仮定し

て算定した．さらに，面内応力範囲および面外曲げ応力

範囲は，本ケースの平均板厚に相当する FEM 解析のケ

ース 1-2 の BP 上下面応力を基準にした．ただし，ケー

ス 1-2 は板厚が一様なモデルであり，図-21 などで示し

た上面の凹凸を考慮していないため，解析結果をそのま

ま適用することは，き裂発生の判定として非安全側の評

価となるため，凹凸による応力集中を考慮した．具体的

には，ケース 1-2 における BP の上下面の応力に，村中

ら 26)が式(2)で提案する応力集中係数 Ktを乗じ，それら

の値を基に面内応力範囲および面外曲げ応力範囲を算定

した．なお，表-7 のケース B には，上記のように算定

した各位置の面内応力範囲および面外曲げ応力範囲のう

ち，面外曲げ応力の影響が大きくなる溝形鋼ウェブ背面

縁から BP中央側に 100mmの範囲を除いた範囲における

最大値を示している． 

)ln(3790+9192=t V..K   (2) 

ここで，BPの板厚の変動係数 Vは，図-21(b)に示す本調

査時点の A-A 断面の各測点の板厚が，(1)で示した平均

腐食速度で今後も腐食が進展すると仮定すれば 0.25 と

算定され，その結果，Ktは 2.4と算定される． 

上記の各値を用いて表-7のケース Bにおける ΔKIを式

(1)より算定すると，1.4MPa m・ となるが，これは前記の

ケース A で求めたき裂発生の閾値 2.2MPa m・ に比べて

小さい．したがって，溝形鋼ウェブ背面側沿いの BP の

取付け部以外の部位では，本調査時点から 100年後にお

いても腐食ピット底からき裂が生じる可能性は低いと考

えられる．5.(3)で示したように採取試料においてき裂破

面近傍以外の部位において腐食ピットやき裂の発生が確

認できなかったこと，および 2.(3)a)で示したように実橋

（DG）において溝形鋼ウェブ背面側沿いの BP の取付

け部以外の部位で単独のき裂が生じた事例がないことも，

上記の結果を裏付けていると言える．なお，このように

溝形鋼ウェブ背面側沿いの BP の取付け部以外の部位の

ΔKI が小さいのは，4 章で示したように局所的な面外曲

げ応力が生じず，また，道床バラストの荷重分散効果に

よって板厚の影響を大きく受けず，面内応力が設計値よ

り十分小さいためであると考えられる． 
以上より，DGでは，防水層が機能しない場合，BPの

き裂の発生しやすさについて，次のことが言える． 
・横支材（溝形鋼）ウェブ背面側沿いの辺の取付け部で

は浸水による腐食作用，および局所的な面外曲げ応力

に伴う，腐食疲労き裂が発生する可能性がある． 
・横支材（溝形鋼）ウェブ背面側沿いの辺の取付け部以

外の部位では，発生応力が小さく，き裂の起点となり

得る図-31 のような深い腐食ピットが生じにくい 18)と

考えられるが，仮にそのような腐食ピットが生じたと

しても，その底からき裂が生じる可能性は低い．ただ

し，その場合も BP 上面における骨材輪郭状の腐食は

進展し続けると考えられる． 
 

 

7. まとめ 

 
BP のき裂に対する従来工法よりも合理的で経済的な

対策の確立を見据え，本研究ではその第一義的な課題で

ある BP のき裂の発生性状と原因の究明，および BP の

部位別でのき裂の発生しやすさの評価を行うことを目的

に，検査記録に基づくき裂の発生傾向の把握，実橋での

応力測定と変状調査，および実橋を模擬した FEM 解析

表-7 BP部位別の腐食ピット底からのき裂の発生しやすさの評価（DGの場合） 

※1：Aはき裂発生時の平均板厚やBP上面の凹凸性状が不明のため，き裂発生の閾値に対する安全側の評価としてFEM解析のケース4-1
（設計板厚6.35mmで板厚一様）の応力値を適用．Bは，き裂発生の判定に対する安全側の評価としてFEM解析のケース1-2（板厚
3.175mmで一様）の応力値に，骨材輪郭状の凹凸による応力集中を加味した応力値を適用．

※2：図-15や図-19の応力分布に基づき，同取付け部における，BP端部～溝形鋼ウェブ背面縁からBP中央側に100mmの範囲と定義．
※3：現状の測点が全て同じ速度0.017mm/yearで腐食すると仮定し，平均板厚が本調査時点から1.7mm減少して3.2mmとなったことを想定．

※4：ケースAの部位以外で腐食ピットの発生は確認されていないが，仮にケースAと同様の腐食ピットが生じたことを想定．
※5：応力拡大係数範囲が2.2MPa・ に達すると腐食ピット底からき裂が発生する可能性があると判定．

ケ
ー
ス

部位 時点
平均
板厚t
(mm)

ピット深さa/
ピット半幅c

(mm)

面外曲げ応力範囲ΔSb/
面内応力範囲ΔSt

※1(MPa)

係数
Q/H/F

応力拡大
係数範囲ΔKI

(MPa・ )

ピット底
からのき裂

A

溝形鋼ウェブ
背面側沿いの
辺の取付け部

近傍※2

本調査時点
（架設後
約90年）

4.9
（図-21（b））

1.1/ 2.7
（図-31）

60 / -5 1.3/0.7/1.1 2.2
発生する
ことがある

B A以外の部位
本調査から
100年後※3 3.2※3 1.1/2.7

（図-31）※4 7 / 19 1.3/0.6/1.2 1.4
発生可能性
が低い※5
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を実施した．本研究で得られた知見を以下に示す． 
1) DG および支材無 TG では溝形鋼ウェブ背面側沿いの

BP の取付け部にき裂の発生が集中する傾向を確認し

た．  
2) DG では，横支材（溝形鋼）ウェブ背面側沿いの BP

の取付け部において面外曲げ応力が顕著に大きくなる

ことを確認した．これは文献 8)で確認されている応力

性状と同様である． 
3) 前項の面外曲げ応力は，BP の板厚の影響を大きく受

ける一方で，まくらぎ位置や道床厚の影響は小さいこ

とがわかった．また，前項以外の部位では BP に面外

曲げ応力がほとんど生じず，面内応力はほぼ一定で，

BP の板厚の影響を大きく受けることなく設計値 3)よ

りも十分小さいことがわかった．  
4) 実橋（DG）変状調査より，防水層が機能しない場合，

保護工のひび割れに伴う雨水の浸透により BP 上全面

が骨材輪郭状の腐食を生じ，また，横支材（溝形鋼）

ウェブ背面側沿いの辺の取付け部近傍において，前記

の骨材輪郭状の腐食部底を起点とした無数の腐食ピッ

トが発生し，き裂状に板厚方向に進展しつつ，各々の

き裂がつながって同取付け部に沿って進展する性状を

確認した．これらより BP のき裂の原因は，局所的な

面外曲げ応力による疲労だけではなく，防水機能の喪

失による BP 上面の腐食の影響を大きく受けた，大気

中と比べて腐食が疲労き裂の進展を促進させる現象で

ある腐食疲労であることがわかった． 
5) 防水層が機能しない条件下では，DG の横支材（溝形

鋼）ウェブ背面側沿いの BP の取付け部から腐食疲労

によりき裂が発生する可能性がある一方で，それ以外

の部位では，き裂が発生する可能性が低い． 
 以上の知見を踏まえると，従来工法よりも合理的で経

済的な対策として，以下のような対策が考えられる． 

・き裂の根本的な原因である，BP 上面の腐食を防止す

る対策 

・架設から約 1 世紀を経た BP 桁で，たとえ防水層が機

能していなくても，今後 100年間で溝形鋼ウェブ背面

側沿いの BP の取付け部以外の部位からのき裂が生じ

る可能性は低いことから，き裂の進展の有無を確認し

つつ，BP の床版部材としての耐荷性能を最大限活か

した，従来工法よりも簡易なBP下面からの対策 

上記のうち，BP上面の腐食を防止する対策が BPのき裂

の防止に最も有効と考えられるが，軌道上での作業で確

実に実施することが課題である．上記の 2番目の対策は，

き裂の発生や進展を防止する対策ではないが，BP の床

版部材としての機能を保証する対策として，施工性や経

済性の観点から従来工法よりも有効と言える． 

なお，本研究では実橋測定および FEM 解析とも，き

裂が生じていない BP を対象としたものであり，例えば，

溝形鋼ウェブ背面側沿いの 1 辺でき裂が生じた BP では，

別の辺の取付け部の面外曲げ応力が大きくなるなど，本

研究で把握した応力性状と異なる可能性がある．このよ

うにある程度き裂が進展した BP に対する，き裂発生部

位以外でのき裂の発生しやすさや床版部材としての耐荷

性能についても評価することが望ましく，これは今後の

課題である． 
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Cracks may generate in buckle plates of steel railway bridges. The conventional measures against the 
crack have problems in terms of its workability and economy, and it is desirable to establish new 
measures. In this study, in consideration of establishing new measures, based on stress measurement and 
damage investigations on actual bridges and FEM analysis simulating them, the characteristics and cause 
of cracks in buckle plates of steel railway bridges was clarified. As a result, it was found that the cause of 
the crack generation was corrosion of the upper surface of buckle plates due to the loss of function of the 
waterproof layer, and corrosion-fatigue due to local out-of-plane bending stress near the attachment. In 
addition, based on the past studies, the evaluation on the tendency of generation of cracks by site in the 
buckle plate was attempted. As a result, it was found that in deck girders, if the waterproof layer did not 
function, there was a possibility that cracks would generate from the attachment, where was on the back 
side of the web of the lateral struts, whereas in other parts the possibility of cracking was low. 
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